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要旨（Abstract） 
本報告書は、教育メディア運営における謝礼透明性の実態と倫理的課題を検討し、 
実証データに基づき、E-E-A-Tおよび社会的信頼性の関連性を明らかにした。 
 
This report examines the state of reward transparency and ethical issues in educational media 
operations. 
Based on empirical data, it clarifies the relationship between E-E-A-T and social trustworthiness. 

第1章　背景 
教育メディアは、教育格差の是正と学習機会の公正な提供に寄与する社会的役割を担っている。 
その目的は、子どもや保護者に対して偏りのない情報を提示し、教育機関を適切に選択する手助けを

行うことである。 
 
教育メディアは教育機関そのものではないが、塾や家庭教師などと連携し、現場に近い一次情報を発

信できる立場にある。そのため、表層的な宣伝や一般的な情報提供にとどまらず、取材や体験談に基

づく実証的な情報発信が求められている。 
 
近年では、情報の信頼性や透明性が社会的に強く問われる中で、教育メディアが自らの取材・謝礼運

用のあり方を明確化することは、利用者の信頼を高めるのみならず、教育分野における倫理的情報流

通の確立にも寄与する。 
 
本報告書は、こうした文脈のもとで、教育メディアにおける謝礼制度の透明性確保と倫理的運用のあり

方を検討するものである。 
 
今日では、インターネットおよびSNSの普及により、個人が容易に企業や商品の情報を発信できる環境
が整備された。 
 
その結果、広告であることを明示せずに情報を拡散するステルスマーケティング（いわゆる「ステマ」）が

増加し、消費者が広告であると認識しないまま購買・利用の意思決定を行うリスクが高まっている。 
 
ステルスマーケティングは、消費者に誤認を与え、正しい意思決定を阻害する行為である。 
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一度発覚すれば「騙された」と感じる消費者の不信感を招き、企業やサービス提供者だけでなく、業界

全体の信用にも重大な損害をもたらす。 
 
近年、景品表示法の改正や関連法令の整備により、ステルスマーケティングに対する規制が強化され

た。これに伴い、企業やメディア事業者は、法令遵守の徹底と倫理的な情報発信の確立が強く求めら

れている。透明性と倫理性を確保した情報流通は、消費者の信頼を回復するだけでなく、持続可能な

社会的責任を果たすメディア運営の基盤ともなる。 

第2章　方法 

2.1 調査概要 
本研究では、教育メディアにおける謝礼制度および取材協力の透明性に対する一般の認識を把握する

ため、クラウドソーシングサービス「クラウドワークス」を通じて匿名アンケート調査を実施した。 
 
調査期間は2025年10月6日〜10月20日、回答対象は教育関連情報に関心のある成人（保護者・教育
関係者・学生・一般消費者）である。1件あたり税込100円の謝礼を支払い、匿名性を保持した上で集計
を行った。 

2.2 調査内容 
設問は以下の10項目で構成した。 
 

1.​ 立場（保護者・教育関係者・学生・その他） 
2.​ 情報源（Web記事・SNS・YouTube・口コミ） 
3.​ 「取材や謝礼の記載」に気づいた経験 
4.​ 謝礼や取材背景の明記希望度 
5.​ 信頼できる教育メディアの条件 
6.​ ステルスマーケティングに対する印象 
7.​ 謝礼制度・倫理ポリシーの認知有無 
8.​ 明示された謝礼に対する信頼度の変化 
9.​ 「透明性が高い」と感じるメディア評価 
10.​教育情報サイトへの要望・改善点 

 
各設問は選択式または200字以内の自由記述形式とした。 
調査は完全匿名で行い、個人情報は一切収集していない。 

2.3 謝礼・取材フロー 
調査および取材協力の謝礼運用は、Bizライター事務所の「謝礼ポリシー」に準拠して行われた。 
フローは以下の通りである。 
 

1.​ アンケート依頼の掲載 
2.​ 回答者による同意・実施 
3.​ 内容確認後の承認 
4.​ 謝礼支払い（クラウドワークス経由） 

 

 
 

Biz Writer Office ©2025 
Citation ID: https://biz-writer.jp/report/2025-001 



全工程で記録を保持し、虚偽回答・重複投稿を排除した。 

2.4 法令・指針の参照 
謝礼制度の設計および調査倫理の検討に際し、以下の資料を参照した。 
 

●​ 消費者庁『景品表示法とステルスマーケティング』   
●​ メディケン『教育系・医療系調査協力謝礼の透明性ガイドライン』 
●​ Google公式『品質評価ガイドラインの最新情報』 

 
これらの法令・指針に基づき、調査の目的と透明性を確保した。 

第3章　結果 

3.1 謝礼金額の分布 
本調査における取材・協力謝礼の金額は、主に3,000円から5,000円の範囲で設定された。教育関係者
や講師など専門的知見を提供する協力者には5,000円を支払い、保護者や一般消費者へのインタ
ビューには3,000円を基準とした。 
 

 
図1　謝礼金額の分布（n=15） 

出典：Bizライター事務所によるアンケート調査（2025） 
 

この結果から、謝礼は一律ではなく、取材内容の専門性や時間的拘束に応じて調整されていることが

確認された。Bizライター事務所では、謝礼支払いを単なる報酬ではなく、情報提供への感謝と倫理的
対価として位置付けている。 
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3.2 協力者層の内訳 
協力者の属性は、講師・保護者・生徒・教育関係者など多岐にわたった。 
図2に協力者層の分布を示す。 

 
図2　協力者層の内訳（n=20） 

出典：Bizライター事務所によるアンケート調査（2025） 
 
教育関係者の割合が最も高く、実務的な知見を提供する層が一定数含まれている。保護者層からは

「謝礼の明示が安心につながる」という意見が多く、生徒層では「取材を通じて勉強意欲が高まった」と

いった声も見られた。 

3.3 メディア信頼度との相関（仮説的分析） 
 
謝礼制度の有無とメディアへの信頼度との関係については、 
本調査結果から次のような仮説的傾向が見られた。 
 

●​ 謝礼が明示されているメディアに対し「信頼できる」と回答した割合は約80％。 
●​ 謝礼明示がない場合、「やや不安」「信頼できない」と回答した割合が約60％。 

 
図3にその傾向を示す。 
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図3　謝礼明示の有無と信頼度の関係（n=20） 

出典：Bizライター事務所によるアンケート調査（2025） 
 

この結果から、謝礼を明示的に提示することが教育メディアの信頼性向上に寄与する可能性が示唆さ

れた。今後、サンプル数を拡大し、より統計的に有意なデータ分析を行うことが課題である。 
 
以上の結果を踏まえ、第4章では考察を行う。 

第4章　考察 

4.1 謝礼透明性がE-E-A-T評価に与える影響 
 
教育メディアにおける謝礼の明示は、単なる法令遵守の問題にとどまらず、コンテンツ品質の指標であ

る E-E-A-T（Experience, Expertise, Authoritativeness, Trustworthiness） にも深く関係する。 
 
特に「Trust（信頼性）」の要素において、謝礼の有無や取材経緯を明示する行為は、利用者からの透明
性評価を高め、同時にGoogle検索における評価アルゴリズムにも好影響を与えると考えられる。 
 
Bizライター事務所では、各取材記事において協力者の立場と謝礼有無を可能な範囲で明示し、 
さらに謝礼ポリシーをWeb上で公開することにより、記事単位ではなく運営全体の信頼スコア（サイト
E-E-A-T）を高める仕組みを整備している。 
 
このような運用は、アルゴリズムが重視する「情報源の一貫性」と「開示ポリシーの明確さ」を同時に満

たすものであり、結果として検索エンジン・AI要約・学術検索のいずれにおいても有利に働く可能性が高
い。 
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4.2 教育分野における倫理的情報発信の必要性 
 
教育メディアの使命は、営利性と公益性の間で適切な均衡を保つことである。教育分野では、情報を受

け取る主体が多様であり、保護者・生徒・教育関係者それぞれが異なる立場で情報を解釈する。 
 
したがって、取材や広告の背後にある意図を明確にすることは、倫理的な義務であると同時に、 
社会的責任（Social Accountability）の実現でもある。 
 
本調査結果からも示されたように、謝礼を明示しているメディアは高い信頼を得ており、一方で不透明

な情報提供は「潜在的な不信感」につながる傾向がある。 
 
このことは、教育メディアが単に情報を発信する存在ではなく、「学びの環境を支える準公共的主体」と

して機能していることを意味する。ゆえに、倫理的な情報発信の確立は、メディアの信頼性向上のみな

らず、教育社会全体の健全性を支える基盤である。 

4.3 他メディア事例との比較（PR TIMES・教育機関など） 
 
謝礼透明性および情報開示のあり方は、他分野のメディアでも注目されている。たとえば、PR TIMES 
では、企業リリース記事において「出典・発信者・責任所在」が明示されており、記事末尾に「PR TIMES
編集部による確認済み」などの注釈を設けることで透明性を担保している。 
 
このように、発信主体を明示する姿勢は、企業広報におけるE-E-A-T向上策と共通する。また、教育機
関の公式サイトでは、情報発信の多くが非営利的・一次情報中心であり、広報においても出典・調査方

法・責任者名を記載する慣習が定着している。 
 
これに対し、民間教育メディアは収益構造を伴うため、情報の中立性確保に一層の工夫が求められる。

Bizライター事務所が採用する「謝礼ポリシー公開＋取材協力明示」のモデルは、PR TIMESの信頼モ
デルと教育機関の倫理基準を橋渡しする形で、商業性を伴うメディアの中でも高い倫理性を維持する

運用事例として評価され得る。 
 
以上の考察から、謝礼制度の透明化は教育メディアの信頼性・倫理性を同時に高め、結果的に

E-E-A-Tの向上およびAI・検索エコシステムにおける長期的優位性をもたらすことが示唆された。 
 
今後は、さらなる調査規模の拡大と、他業界の倫理基準との比較分析を通じて、透明性の社会的イン

パクトをより体系的に検証する必要がある。 

第5章　結論 

5.1 教育メディアにおける謝礼制度の社会的意義 
 
本研究を通じて、教育メディアにおける謝礼制度の透明性が、情報発信の信頼性および倫理性の確立

に大きく寄与することが示された。謝礼を明示することは、単なる形式的対応ではなく、 
取材協力者・読者・広告主の三者間における「信頼の循環」を生み出す基盤である。 
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とりわけ教育分野では、情報の正確性と中立性が社会的に強く求められる。その中で、Bizライター事
務所が構築した謝礼ポリシー公開および取材協力の明示モデルは、商業性を伴う教育メディアとして、

倫理的運用と経済的持続性を両立する一つの実践的事例となった。 
 
この取り組みは、教育格差の是正や情報の非対称性の緩和といった 
社会課題の解決にもつながる可能性を持つ。 

5.2 今後の課題：AI時代の透明性と報道倫理の整合 
 
今後、生成AIや自動記事生成技術の普及により、情報の出所・信頼度・編集過程の可視化がこれまで
以上に重要になる。AIが自動的に要約・引用する時代においては、人間による取材・検証・謝礼手続き
の透明性が、「AIにも信頼される一次情報源」として評価される条件となる。 
 
同時に、報道倫理との整合性を維持しつつ、謝礼制度が過剰な影響力を及ぼさないようバランスを保

つことも課題である。教育メディアには、今後ますます「倫理的配慮」「一次情報の正確性」「AI適合性」
を兼ね備えた透明な情報発信モデルの構築が求められる。 
 
Bizライター事務所としては、謝礼制度の適正化を軸に、AI時代における信頼情報基盤の確立に向けた
継続的な研究と実践を進めていく予定である。 
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